
重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

障がい児通所支援

事業

福祉部

〈障がい福祉課〉

1,680,000

(1,680,000)

障がい児が身近な地域で障がい特性に応じた専門的な療育と適切な支援を受

けるため、障がいの特性や生活ニーズに応じた支給決定を行い、日常生活にお

ける基本的な動作の指導や知識技能の習得、集団生活への適応訓練を目的とし

た療育の機会を提供します。

○事業内容

・児童発達支援(就学していない児童対象) 418,276

・放課後等デイサービス(就学児対象) 1,213,552

・保育所等訪問支援 189

・障がい児相談支援 44,728

・居宅訪問型児童発達支援 3,255

子どもの居場所

づくり事業

福祉部

〈社会福祉第一課〉

3,200

(2,850)

生活保護世帯と生活困窮世帯のうち、中学生、高校生、若年層の無就学・無

就労者等を対象に、居場所の提供を通じて、基本的生活習慣の形成や社会性の

育成を行うとともに、進学・卒業に向けた学習支援、生活・進路等の相談を実

施し、子どもたちが将来の目標を定められるよう支援します。

夜間保育(延長部分)

の運営費加算補助

事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

3,500

(3,500)

深夜勤務の世帯等に対する子育て支援として、当該世帯の児童への適切な保

育を行うため、深夜帯の夜間保育事業に取り組む認可施設の運営費の一部を助

成します。

○補助対象

・夜間の延長保育時間

午後10時～翌日午前5時の7時間

(標準開設時間 午前11時～午後10時)

保育所等整備交付金

事業(老朽化)

福祉部

〈保育幼稚園課〉

178,720

(183,748)

児童の安全面や衛生面などの保育環境の改善を図るため、老朽化している私

立認可保育所等に対し、国の保育所等整備交付金を活用し、施設整備費の一部

を助成します。

○補助対象

中央ヴィラこども園(佐土原)

※( )内は、「教育・保育提供区域」の名称

保育士等確保のため

の処遇改善補助事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

100,000

(99,000)

保育士等の不足に伴う待機児童・空き待ち児童の解消を図るため、私立認可

保育所、認定こども園等の保育士等の確保、処遇改善、離職防止を目的として、

勤務している保育士、看護師、保健師等に対する人件費の一部を助成します。

○対象職種

保育士、保育教諭、保健師、看護師、准看護師、小学校教諭、養護教諭等
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

保育士等確保・定着

促進事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

戦略プロジェクト

10,000

(5,000)

待機児童の解消や保育提供体制の安定化を図るため、保育士等の新規確保や

離職防止に取り組む認可保育所等に対し助成を行います。

○補助内容

・転入(移住)保育士等への家賃補助

月額1万5,000円(上限)、採用から最長36か月間

・転入(移住)保育士等への転居費用(移送費)補助

上限10万円(1回のみ)

・深夜勤務に従事する保育士等への加算補助

24時までの深夜勤務 日額1,000円

午前0時を超える深夜勤務 日額2,000円

・潜在保育士の再チャレンジ就労支援金補助

月額1万5,000円、採用から最長36か月間

宮崎市保育団体補助

事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

5,000

(5,000)

保育の質の向上と認可保育所等の職員の資質向上を図るため、市内の認可保

育所等で組織する宮崎市保育会に対し、各種研究大会・研修会等の費用や、市

民や会員に向けた情報発信に係る費用の一部を助成します。

遺児福祉手当支給

事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

11,252

(11,252)

父母等が死亡した児童の福祉の増進を図るため、市内に住所を有し、義務教

育中の遺児を現に養育している方に対し、遺児福祉手当を支給します。

(所得制限あり)

○支給額 遺児1人につき月額 4,000円

地域活動事業費補助

事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

11,000

(11,000)

私立認可保育所等の持つ専門的な機能を活用するため、地域活動の一環とし

て放課後に小学生の受入を実施する私立認可保育所等に対し、事業費の一部を

助成します。

○助成額

・1日平均延べ児童数3人以上5人未満 200,000円

・1日平均延べ児童数5人以上 500,000円

特別支援児受入促進

事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

1,000

(1,000)

特別な支援を要する児童の保育環境を改善するため、特別児童扶養手当の受

給対象児童が入所する私立認可保育所等に対し、施設の軽微な改修や備品の購

入に係る費用の一部を助成します。

○過去の補助実績

・器具購入(車椅子、マット、座位補助装置、歩行器)

・手すり設置工事

・スロープ設置工事

・障がい児用トイレ設置工事
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

特別支援保育事業費

補助事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

84,000

(75,000)

特別な支援を要する児童に対する保育サービスの充実を図るため、対象児童

を受け入れている私立認可保育所等に対し、保育士の人件費等の一部を助成し

ます。

○助成額

・特区分…1人当たり75,000円(月額)

特別児童扶養手当対象児、身体障がい者手帳1級・2級、療育手帳Ａ

・Ａ区分…1人当たり50,000円(月額)

身体障がい者手帳3～5級(聴覚6級)、療育手帳Ｂ1・Ｂ2等

・Ｂ区分…1人当たり10,000円(月額)

その他の障がい児

保育料収納推進事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

2,982

(3,234)

保育料の歳入確保を図るため、私立認可保育所等の施設長に保育料収納推進

員を委嘱し、私立認可保育所等において保育料を納付できるよう保護者の利便

性を確保するとともに、滞納者への納付勧奨等を行います。

○宮崎市保育料収納推進員 82人

<業務内容>・保育料の収納(随時)

・催告書の手渡し及び納付勧奨

※1人当たり月額3,000円(年間36,000円)

保育料収納アップ

コールセンター活用

事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

1,970

(1,870)

滞納を未然に防止し、保育料収納率の向上を図るため、保育料の未納者に対

し、初期段階においてコールセンターから電話による納付勧奨を実施します。

○主な事業内容

納期限経過後に納付確認ができない未納者を対象に電話催告を実施

毎月11日～17日頃(土日を含む)

月平均督促状発送件数(平成29年度実績) 245人(前年比△112人)

保育料収納率 H28 99.12％ H29 99.41％(前年比＋0.29ポイント)

○新
窓口案内表示

システム運用事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

378

窓口来庁者へのサービス向上を図るため、窓口案内表示システムを導入しま

す。

認可外保育施設健康

診断補助事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

1,300

(1,300)

認可外保育施設における児童・職員の健康増進を図るため、認可外保育施設

に対し、児童及び職員の健康診断費用の一部を助成します。

○助成額

・健康診断実施延べ児童数

100人まで 1施設 132,800円を上限

100人を超える人数が100人毎に 13,500円ずつ加算

・職員の健康診断分 1人3,000円
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

認可外保育施設

従事者研修費補助

事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

400

(400)

認可外保育施設における保育の質の向上を図るため、認可外保育施設に従事

する職員の研修参加費や書籍購入費等の一部を助成します。

○助成額

・1施設当たり50,000円(上限額)

○新
子ども子育て支援

新制度管理システム

改修事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

5,289

平成31年10月から実施が予定されている幼児教育無償化の制度を正確かつ

円滑に実施するため、保育所業務を管理している電算システムを改修します。

保育教諭確保のため

の資格併有促進事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

3,860

(3,860)

幼保連携型認定こども園における保育教諭の確保を図るため、認定こども園

等に対し、従事者が幼稚園教諭免許又は保育士資格を取得・更新するために必

要な経費及び代替職員の雇上費の一部を助成します。

○保育教諭：幼稚園教諭免許と保育士資格の両方を有する者

子育て支援サービス

利用支援事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

〈子育て支援課〉

4,743

(1,003)

宮崎 2,482

清武 2,261

子育て支援の充実を図るため、市役所窓口等において、保護者へ教育・保育

施設や地域の子育て支援サービスの情報を提供し、ニーズに応じたサービスが

受けられるよう支援します。

○特定型(保育幼稚園課) 1か所 520

・宮崎市役所 本庁舎1階(保育幼稚園課内)

○基本型(子育て支援課) 4か所 4,223

・みやざき子育て支援センター (直営)

・高岡地域子育て支援センター (直営)

○新佐土原地域子育て支援センター (委託)(予定)

○新清武地域子育て支援センター (委託)(予定)

地域型保育給付事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

364,000

(297,000)

子ども・子育て支援法に基づき、小規模保育事業に取り組む事業者に対し、

地域型保育給付費を支給します。

○主な事業内容

・利用認定区分 ３号認定子ども

・平成31年度予定施設数 小規模保育事業 9か所

事業所内保育事業 2か所
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

施設型給付事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

17,003,000

(16,380,000)

子ども・子育て支援法に基づき、支給認定区分ごとに定められた国の基準に

より運営に係る費用を算定し、特定教育・保育施設に対して施設型給付費を支

給します。

○施設型給付の支援を受ける子どもの認定区分

・１号認定子ども

満3歳以上の小学校就学前の子どもであって、２号認定子ども以外の者

・２号認定子ども

満3歳以上の小学校就学前の子どもであって、保護者の労働又は疾病

その他の事由により家庭において必要な保育を受けることが困難であ

る者

・３号認定子ども

満3歳未満の子どもであって、保護者の労働又は疾病その他の事由に

より家庭において必要な保育を受けることが困難である者

○施設型給付の事業費

・私立保育所運営費 8,363,000

利用認定区分 ２号及び３号認定子ども

平成31年度予定施設数 78か所

・認定こども園施設型給付事業 8,024,000

利用認定区分 １号、２号及び３号認定子ども

平成31年度予定施設数 66か所

・幼稚園施設型給付事業 616,000

利用認定区分 １号認定子ども

平成31年度予定施設数 13か所

※下表については、無償化制度の動向によって変動あり

※市独自軽減額とは、国が定める利用者負担額の上限額と市が定めている

利用者負担額との差額を指しています。

上記の私立保育所運営費、認定こども園施設型給付事業及び幼稚園施設

型給付事業に係る平成31年度の市独自軽減額は、当初予算ベースで12億

円と試算しています。

・認定こども園（１号、２号、３号）

・幼稚園（１号）

《施設型給付》 《委託費》

　

公定価格

A

給付費＝（Ａ-B）+C 委託費＝Ａ

公費負担額 公費負担額

・私立保育所（２号、３号）

【国基準】

利用者負担額

　　　　Ｂ
【市基準】利用者負担額

（施設で徴収）

市独自軽減額　Ｃ

　　施設型給付費

　　（公費で負担）

法定代理受領

委託費として

支払い

市独自軽減額　Ｃ

【市基準】利用者負担額

（市町村で徴収）

【国基準】

利用者負担

給付費の基本構造
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

一時預かり事業

(幼稚園型)補助事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

130,000

(112,000)

保護者の就労支援や児童福祉の増進を図るため、教育標準時間を超える時間

での児童の預かり等の一時預かりを行う私立幼稚園及び認定こども園に対し、

事業費の一部を助成します。

○主な事業内容

・在園児の教育標準時間後の預かり

・在園児の夏季・冬季等の長期休暇期間中の預かり

・在園児の弟妹の一時預かり

・2歳児(当該年度に2歳になる児童含む)の一時預かり

・一定の条件を満たした施設への事務職員経費の支援

一時預かり事業費

補助事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

140,000

(150,000)

保護者の多様な就労形態への対応や育児ストレスの解消等を図るため、一時

預かり事業を実施する私立認可保育所、認定こども園及び私立幼稚園等に対し、

事業費の一部を助成します。

○主な事業内容

・保育所等に在籍していない乳幼児の一時預かり

延長保育促進事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

110,000

(120,000)

保護者の就労形態の多様化や長時間化に対応した保育サービスを提供するた

め、延長保育を実施する私立認可保育所等に対し、事業費の一部を助成します。

病児保育事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

80,000

(70,000)

保護者の子育てと仕事の両立を支援するため、集団保育が困難な病気の児童

(小学校6年生まで)を、看護師や保育士が配置されている専用施設で一時的に

保育します。

○病児型

・委託先 小野小児科医院、竹井小児科医院、かわぐち小児科医院

○病後児型

・委託先 カリタスの園、あゆみ保育園、霧島幼保学園
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

実費徴収に係る補足

給付事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

4,000

(4,000)

保護者世帯の経済的な負担軽減を図るため、子ども・子育て支援法に基づく

地域子ども・子育て支援事業の一環として、保護者の世帯状況等を勘案し、保

護者が負担する費用の一部を助成します。

○補助対象

・給食費のうち副食材料費(無償化制度の動向により拡充の可能性あり。)

対象者：保育料第１階層の１号認定子ども

基準額：1人当たり月額4,500円(上限)

・教育及び保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する

費用等

対象者：保育料第１階層の１～３号の認定子ども

基準額：1人当たり月額2,500円(上限)

公立保育所運営費

福祉部

〈保育幼稚園課〉

110,096

(120,974)

保護者が仕事や病気などの理由により保育できない就学前の児童に対し、保

護者に代わって公立の保育所で保育を実施します。

○事業内容

・事業費 運 営 費 106,096

施設整備 4,000

○公立保育所数(平成30年4月1日現在)

・5施設(小戸、青島、跡江、福島、東高岡<指定管理>)

○公立保育所の定員数等(平成30年10月1日現在)

東高岡保育所

指定管理料

福祉部

〈保育幼稚園課〉

92,820

(86,643)

公立の施設である東高岡保育所において、当該地域における多様な保育ニー

ズへの対応を行うため、指定管理により保育を実施します。

・指定管理者 (社福)公成福祉会

・指定期間 平成27年4月～平成32年3月

跡江保育所子育て

支援拠点事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

5,400

(5,448)

跡江保育所内において、子育て中の親子が交流したり気軽に相談できる場を

提供するとともに、配慮の必要な児童とその保護者に対し、遊びを中心とした

「親子プログラム」を展開します。

○主な事業内容

・子育て支援事業

・親子通園事業

・育児相談事業

小戸 青島 跡江 福島 東高岡

定 員(人) 80 45 75 45 50

利用児童数(人) 80 26 79 42 59

利 用 率(％) 100.0 57.8 105.3 93.3 118.0
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

浦之名保育所園児

転園支援事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

731

(732)

浦之名保育所から転園した子どもたちが健やかに成長できる環境を確保する

ため、集団保育が可能な近隣の施設に通園するための支援を行います。

○事業内容

・通園バスの運行委託

○新
小戸保育所整備事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

63,000

安全安心な保育環境を確保し、待機児童の解消を図るとともに、多様な保育

ニーズに対応するため、老朽化している小戸保育所を整備します。

○事業内容

・土地鑑定評価 160

・事前調査(周辺、地盤等) 18,900

・業務委託(基本・実施設計、解体設計等) 43,940

※解体設計には、旧小戸母子生活支援施設分を含む。

児童手当給付事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

6,732,000

(6,831,440)

家庭における生活の安定と児童の健やかな成長を社会全体で応援するため、

中学校修了前の児童の養育者に対し、児童手当を支給します。

○支給額 児童1人当たりの月額

・3歳未満 15,000円

・3歳以上小学校修了前

第1・2子 10,000円 第3子以降 15,000円

・中学生 10,000円

・特例給付 5,000円(所得限度額を超える場合)

幼稚園管理事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

10,520

(10,690)

就学前の児童に対し、公立幼稚園で就学前教育を実施します。また、施設整

備を行い、教育施設の環境を改善します。

○事業内容

・事業費 管 理 費 9,780

施設整備 740

○公立幼稚園数(平成30年4月1日現在)

・2施設(倉岡、清武)

○公立幼稚園の定員数等(平成30年10月1日現在)

多子世帯私立幼稚園

入園料助成事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

200

(200)

少子化対策の一環として、多子世帯の幼稚園児(3～5歳児)の保護者の経済的

負担を軽減するため、私立幼稚園入園料の一部を助成します。

○助成対象 市内在住の第3子以降の園児の入園料を減免した施設型給付に移

行しない私立幼稚園3園(予定)

○助成額 新入園児1人につき10,000円上限

ただし、18歳到達後、最初の3月31日までの者を第1子とする。

倉 岡 清 武

定 員(人) 40 50

利用児童数(人) 25 43

利 用 率(％) 62.5 86.0
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

私立幼稚園就園奨励

費補助事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

30,000

(41,400)

私立幼稚園に在園する園児の保護者の経済的な負担を軽減するため、世帯の

所得や子どもの人数に応じて入園料・保育料の一部を助成します。

○事業内容

・幼稚園就園奨励費補助 29,144

・事 務 費 856

○補助対象 施設型給付に移行しない私立幼稚園3園(予定)

参考

<平成30年度補助限度額(年額)> (単位：円)

※区分1～3の世帯は年齢に関係なく兄姉から数えて第何子か、区分4･5

の世帯は小学校3年生までの兄姉から数えて第何子かで算出する。

私立幼稚園等特別

支援教育・保育事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

6,600

(5,500)

特別な支援を要する園児の教育内容の充実を図るため、特別支援教育・保育

を実施する私立幼稚園等に対し、事業費(人件費、研修費、保育材料費など)の

費用の一部を助成します。

○助成額

・身体障がい者手帳1級・2級、療育手帳Ａ等

… 1人当たり21,000円(月額)

・身体障がい者手帳3～5級(聴覚障がいの場合は3～6級)等

… 1人当たり 9,000円(月額)

・上記以外で軽度の障がいが認められる場合 … 1人当たり10,000円(月額)

私立幼稚園健康診断

補助事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

453

(453)

私立幼稚園に在園する園児の健康診断の実施を促進し、健康増進を図るため、

私立幼稚園に対し、園児の健康診断に要する費用の一部を助成します。

○補助対象 施設型給付に移行しない私立幼稚園3園(予定)

○助 成 額 健康診断実施延べ児童数

100人まで 1施設 132,800円を上限

100人を超える人数が100人毎に 13,500円ずつ加算

区

分
第1子 第2子※ 第3子以降※

1 生活保護世帯 308,000 308,000 308,000

2
市町村民税非課税世帯

272,000 308,000 308,000
市町村民税所得割非課税世帯

3
市町村民税所得割課税額

77,100円以下
187,200 247,000 308,000

4
市町村民税所得割課税額

211,200円以下
62,200 185,000 308,000

5 上記区分以外の世帯 － 154,000 308,000
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

宮崎市幼稚園協会

補助事業

福祉部

〈保育幼稚園課〉

3,900

(3,900)

幼児教育の内容の充実を図るため、私立幼稚園に対し、研修費や教材教具の

購入費用等の一部を助成します。

また、幼児教育の質の向上を図るため、市内の幼稚園等で組織する宮崎市学

校法人立幼稚園協会に対し、各種研究大会・研修会等の費用や、市民や会員に

向けた情報発信に係る費用の一部を助成します。

○事業内容

・私立幼稚園補助 900(300千円×3園)

補助対象：施設型給付に移行しない私立幼稚園3園(予定)

・宮崎市学校法人立幼稚園協会補助 3,000

補助対象：研修費、会議費、広報費等

家庭児童相談事業

福祉部

〈子育て支援課〉

1,210

(1,210)

家庭における子どもの養育やしつけ、児童虐待、子ども自身の性格や行動な

ど、様々な悩みについて相談に応じるため、家庭相談員を配置し、必要な指導・

助言を行います。

○「家庭児童相談室」の概要

・場 所 宮崎市役所 本庁舎5階(子育て支援課内)

・相談員 家庭相談員3人配置

子育て短期支援事業

福祉部

〈子育て支援課〉

1,750

(1,850)

子ども及びその家庭の福祉の向上を図るため、保護者の疾病や出産などによ

り、家庭での子どもの養育が一時的に困難となった場合に、子どもを児童福祉

施設等において一時的に養育します。

○事業概要

・対象年齢 生後3か月から18歳未満

・利用期間 原則7日間以内

・利 用 料

ちびっ子広場整備

補助事業

福祉部

〈子育て支援課〉

749

(770)

地域の子どもの健全育成を図るため、地域の私有地等を借りて子どもの遊び

場を設置管理している自治会や子ども会等に対し、維持管理費用の一部を助成

します。

○補助額

・無償借地 年20,000円(29か所の見込み)

1人1日当たり
2歳未満児

慢性疾患児
2歳以上児

生活保護世帯 0円 0円

市民税

非課税世帯

ひとり親世帯 0円 0円

その他の世帯 900円 900円

その他の世帯 4,300円 2,350円
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

地域子育て

支援センターの

管理運営

福祉部

〈子育て支援課〉

63,748

(64,381)

宮崎 53,014

清武 10,734

地域の子育て家庭に対する育児支援を図るため、地域子育て支援センターにお

いて、子育て親子の交流の場の提供、育児不安等への相談・援助、育児に関する

情報の提供、親子講座などを実施します。

また、一時的に家庭での保育が困難となった場合や、育児疲れによる保護者の

心理的・身体的負担の軽減を図る場合に、みやざき子育て支援センターにおいて、

一時預かりを実施します。

○地域子育て支援センター事業 21,579

○地域子育て支援センター事業(清武)【新市基本】 2,221

○清武地域子育て支援センター指定管理料 8,513

・指定管理者 (社福)清武社会福祉会

・指定期間 平成29年4月～平成34年3月

○地域子育て支援センター運営費補助事業 31,435

○地域子育て支援センターの概要

・一般型(19か所)

週3日 希望ヶ丘こども園・和保育園・おひさま保育園・ふたば保育園・

あおぞら保育園・加江田保育園・平和ヶ丘保育園・島之内保育園・

赤江東・青島

週5日 中央・高岡・佐土原・田野・権現・大坪保育園・

跡江保育所(保育幼稚園課「跡江保育所子育て支援拠点事業」)

週6日 みやざき・清武

・一般型 出張ひろば(2か所)

週2日 宮崎地区交流センター・加納地区交流センター

・連携型(14か所)

週3日 霧島児童館・生目児童館・恒久児童館・栄町児童館・大島児童館・

本郷児童館・倉岡児童館・大塚台児童センター・

西原児童センター・平和が丘児童センター・檍児童センター・

住吉児童センター・木花児童センター・大塚児童センター

○新
地域子育て

支援センター

気軽にお出かけ事業

福祉部

〈子育て支援課〉

267

地域子育て支援センターを利用する乳幼児親子の外出時の負担を軽減するた

め、現在、各自で持ち帰ることとなっている使用済みおむつを施設内で回収する

ための設備を設置します。

○設置場所 みやざき子育て支援センター

中央地域子育て支援センター

高岡地域子育て支援センター
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

男女共同参画

センター指定管理料

(ファミリー

サポートセンター)

福祉部

〈子育て支援課〉

12,553

(9,600)

乳幼児や小学生の児童を有する子育て家庭に対する育児支援を図るため、子

育ての手助けをして欲しい人(依頼会員)と子育ての協力を行いたい人(援助会

員)の相互援助組織として、援助活動に関する連絡や調整を行う「ファミリー・

サポート・センターみやざき」を指定管理により運営します。

○主な事業内容

・会員登録

・援助活動に関する連絡調整

・育児援助者養成講習(年5回)

・活動推進協力者会議開催(月1回)

・会員交流会 など

○指定管理者

・(特非)ドロップインセンター

〔指定期間：平成31年4月～平成36年3月〕

ファミサポ多子・

ひとり親世帯等支援

事業

福祉部

〈子育て支援課〉

489

(460)

ひとり親世帯等の子育てを支援するため、ひとり親世帯等がファミリー・サ

ポート・センターみやざきを利用した場合、援助会員に支払う報酬の一部を助

成します。

○主な事業内容

・対象者 ファミリー・サポート・センターみやざきの依頼会員のうち、所

得が児童手当支給水準以下の多子世帯会員、ひとり親世帯会員等

・補助額 活動1回当たり1時間ごとに報酬から所得水準に応じた自己負担

額を差し引いた額(上限1回2時間・年度80時間)

子ども食堂

ネットワーク応援

事業

福祉部

〈子育て支援課〉

戦略プロジェクト

4,400

(2,300)

子どもや親子に安価な料金又は無料で食事や温かな団らんを提供する場であ

り、何らかの支援を要する子どもたちの支援の入り口となる｢子ども食堂｣の取

組を応援するため、コーディネーターを配置するとともに、子ども食堂運営者

のネットワークと子どもを適切な支援につなぐ体制を整備するため、子ども食

堂運営者や子どもの支援に関わる関係機関等による連絡会議を開催します。

○コーディネーターの主な業務

・子ども食堂の設置を目指す個人や団体等への助言

・子ども食堂への支援を希望する企業や個人等からの寄附等の受付、分配

依頼会員

事前打ち合わせ
報酬の授受

登録

援助依頼

援助会員

ファミリー・サポート・センター

援助活動

援助会員紹介 依頼会員紹介

活動報告
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

○新
地域の子ども

支え合い事業

福祉部

〈子育て支援課〉

戦略プロジェクト

600

公共施設等(各地区の交流センターなど)を活用した、子どもの居場所の開

設・運営に取り組む2団体(2地域)を「地域の子ども支え合いモデル」として、

地域連携のモデルを示し、地域主体の支え合い活動の活性化を図るため、子ど

もの居場所(地域食堂)の新規立ち上げ、運営に係る費用を助成します。

○主な事業内容

・地域食堂の立ち上げ経費の補助(初年度)

・地域食堂の運営経費の補助

宮崎市

子ども・子育て支援

プラン推進事業

福祉部

〈子育て支援課〉

880

(850)

平成27年3月に策定した「宮崎市子ども・子育て支援プラン」を推進するた

め、「宮崎市子ども・子育て会議」を開催し、点検・評価を行います。

○子ども・子育て会議の委員構成

・子どもの保護者、子ども・子育て支援に従事する方、学識経験者、関係行

政機関の職員など計25人以内

第二次宮崎市

子ども・子育て支援

プラン策定事業

福祉部

〈子育て支援課〉

4,500

平成27年3月に策定した「宮崎市子ども・子育て支援プラン」の計画期間が

平成31年度で終了するため、平成32年度を始期とする「第二次宮崎市子ども・

子育て支援プラン」(計画期間：平成32年度～平成37年度)を策定します。

母子寡婦福祉協議会

補助事業

福祉部

〈子育て支援課〉

540

(540)

ひとり親世帯や寡婦の福祉の向上を図るため、母子・父子福祉団体である宮

崎市母子寡婦福祉協議会(愛称「くすの木会」)の運営費の一部を助成します。

○宮崎市母子寡婦福祉協議会の概要

・会 員 数 298人(平成30年11月末現在)

・主な事業 母子父子寡婦福祉運動会、ふれあい講座開催、つなぎ資金の

貸付け、小学校入学・卒業及び中学校卒業時の祝品贈呈、

健康福祉まつり、共同募金への参加協力

ひとり親家庭・寡婦

医療費助成事業

福祉部

〈子育て支援課〉

224,100

(222,478)

ひとり親世帯や寡婦の福祉の増進を図るため、保険診療分として支払った医

療費の一部を助成します。

○事業内容

・ひとり親家庭医療費助成 221,000

助成対象額 1人月額1,000円を超える額

・寡婦医療費助成 3,100

助成対象額 高齢者の医療の確保に関する法律第67条第1項で定める額

を超える額

母子福祉協力員活動

事業

福祉部

〈子育て支援課〉

1,067

(1,156)

母子世帯や寡婦の経済的自立の促進と福祉の向上を図るため、母子父子寡婦

福祉資金の貸付けや納付の相談及び償還指導を行います。

○母子福祉協力員 12人
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

母子世帯等

生活つなぎ資金貸付

事業

福祉部

〈子育て支援課〉

3,000

(3,000)

ひとり親世帯の経済的負担の軽減を図るため、宮崎市母子寡婦福祉協議会を

通じて、緊急に必要な生活資金を無利子で貸付けます。

○貸付制度の概要

・貸付限度額 1世帯につき3万円以内

・利 率 無利子

・償還期限 貸付けの日から起算して6か月以内、又は年度内

・償還方法 月賦、又は一括払い

・保 証 人 1人

母子・父子相談事業

福祉部

〈子育て支援課〉

106

(126)

ひとり親世帯や寡婦の経済的自立と福祉の向上を図るため、母子・父子自立

支援員が就業支援や福祉資金貸付、その他の相談に応じ、助言・指導などを行

います。

○母子・父子自立支援員 4人

ひとり親家庭等

日常生活支援事業

福祉部

〈子育て支援課〉

2,470

(2,470)

ひとり親世帯や寡婦の生活や子育てを支援するため、就業や病気時に必要な

サービスを提供します。また、日常生活を支援するための講習会を開催します。

○サービスの内容

・家庭生活支援 乳幼児の保育、食事の世話、住居の掃除、身の回りの世話

・生活支援講習会の開催(健康、子育て、食育講習 など)

ひとり親家庭等学習

支援ボランティア

事業

福祉部

〈子育て支援課〉

4,900

(3,910)

ひとり親世帯等の子どもの学習習慣や基本的な生活習慣を確立し、学習意欲

の向上を図るため、対象者を高校3年生まで拡大し、学習支援や進学相談等の

支援を行います。

○主な事業内容

・対象 小学校3年生～高校3年生

・内容 ボランティアによる学習塾形式での学習支援、進学等の相談

対象者の親に対する相談支援、講座の実施

母子家庭等生活支援

事業

福祉部

〈子育て支援課〉

7,300

(8,000)

各種支援が必要な母子・父子家庭に対し、市営住宅、民間アパート等を活用

した生活や就労等の総合的な支援を行うなど、母子家庭等の生活の確立と児童

の健全育成を図ります。

○主な事業内容

・早期に自立が見込まれるひとり親家庭への支援

・自立に向け24時間見守り等の支援を要する母子家庭への支援
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

児童館・児童センタ

ーの管理運営

福祉部

〈子育て支援課〉

152,255

(151,949)

宮崎 142,201

清武 10,054

児童に健全な遊び場を与え、健康の増進と情操を豊かにすることを目的とし

て、児童館(8か所)・児童センター(9か所)の管理運営を行います。

○児童館・児童センター運営事業 4,090

○児童館・児童センター指定管理料

(宮崎) 児童館7か所・児童センター7か所 111,891

・指定管理者 (社福)宮崎市社会福祉事業団

・指定期間 平成28年4月～平成33年3月

(佐土原) 児童館1か所 11,731

・指定管理者 (特非)ドロップインセンター

・指定期間 平成28年4月～平成33年3月

(田野) 児童センター1か所 14,649

・指定管理者 (特非)みやざき子ども文化センター

・指定期間 平成28年4月～平成33年3月

(清武) 児童センター1か所 9,894

・指定管理者 (特非)ドロップインセンター

・指定期間 平成28年4月～平成33年3月

生き活き地域子育て

活動応援事業

福祉部

〈子育て支援課〉

戦略プロジェクト

1,964

(3,800)

地域の元気な高齢者のいきがいづくりや地域と子育て家庭の連携を推進する

ため、児童館・児童センターにおいて高齢者の経験等を生かした行事、世代間

交流等を行います。

○児童館・児童センター17か所分 1,964

ハロー・キッズ

ルーム運営事業

福祉部

〈子育て支援課〉

5,387

(5,387)

児童館・児童センターの利用が困難な地区を解消するため、ハロー・キッズ

ルームの運営を行い、児童の健全育成を図ります。

○施設概要

・設置場所 大淀小学校敷地内(児童クラブと併設)

・対象地区 大淀小学校区

巡回児童館事業

(くる・くる児童館)

福祉部

〈子育て支援課〉

11,183

(11,183)

児童館・児童センターの利用が困難な地区を解消するため、巡回児童館

(くる・くる児童館)の運営を行い、児童の健全育成を図ります。

児童館・児童センタ

ー施設空調機整備

事業

福祉部

〈子育て支援課〉

1,060

(1,055)

児童の健康を増進し、情操を豊かにすることを目的とした安全・安心な遊び

場を提供するため、老朽化している児童館・児童センターの空調機を更新しま

す。

○児童館・児童センター 2か所(平和が丘・檍)

区分 対 象 地 区 備 考

第1ルート
穆佐・住吉南・大宮・

宮崎南・学園木花台小学校区
地区内の自治公民館等

を利用し、1地区当た

り週1回の巡回を実施第2ルート
広瀬北・高岡・七野・

国富・小松台小学校区
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

児童プール運営事業

福祉部

〈子育て支援課〉

20,300

(19,974)

児童が家庭や地域社会で生活する時間が長くなる夏季期間中、児童の健全な

遊び場を確保し戸外活動(水浴)を支援するとともに、河川等における水難事故

を防ぐことを目的に、児童プールを運営します。

○児童プールの概要

・設 置 数 15か所

・対象児童 3歳～小学校4年生

・利用期間 7月上旬～8月下旬(予定)

・定 休 日 毎週水曜日、8月13日～15日(霧島、跡江は除く)

・利用時間 午前10時～正午、午後1時～午後4時

・利 用 料 無料

※全施設にＡＥＤ設置

児童遊園・児童広場

運営事業

福祉部

〈子育て支援課〉

3,670

(3,580)

児童の健全な育成を図るため、児童が安全かつ自由に遊べる場を提供します。

○児童遊園 14か所

○児童広場 8か所

○新
児童プール改修事業

福祉部

〈子育て支援課〉

5,600

児童が安全に水浴できる環境を確保するため、プール槽の塗装工事及び施設

補修を行います。

○主な整備内容

大塚台児童プール

・再塗装(浴槽内、便所)

・改修(更衣室のドア、目洗い機)

○新
児童館・児童センタ

ー施設整備事業

(大島児童館)

福祉部

〈子育て支援課〉

8,000

市道大島線の道路拡幅事業に伴い、大島児童館の土地・建物の一部が移転補

償の対象となっているため、当該児童館の移転に伴う基本・実施設計を行いま

す。

○事業計画

・平成31年度 基本・実施設計

・平成32年度 建物移転工事

・平成33年度 新大島児童館開館

○新
児童館・児童センタ

ー施設整備事業(木

花児童センター)

福祉部

〈子育て支援課〉

14,000

県道木花通線道路改良工事に伴い、木花児童センターの駐車場の一部と木花

児童プールの土地の一部が移転補償の対象となっているため、当該児童センタ

ーの駐車場の整備を行います。

○主な整備内容

・同センター隣地の県有地の取得

・同センター駐車場の整備工事の実施
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

児童扶養手当給付

事業

福祉部

〈子育て支援課〉

2,960,000

(2,630,000)

ひとり親世帯等の生活の安定と自立促進、児童の福祉の増進を図るため、児

童扶養手当を支給します。

○対象者 ひとり親世帯等で児童を監護・養育している人

○手当額(全額支給の場合、平成30年8月現在)

・児童1人の場合 月額42,500円

・児童2人の場合 上記の額に10,040円を加算した額

・児童3人以上の場合 3人目以降の児童1人につき、6,020円を加算した額

※所得制限あり

※年度後半は、隔月支給(11月、1月、3月)へ移行予定

母子父子寡婦福祉

資金貸付事業

福祉部

〈子育て支援課〉

【母子父子寡婦特

会】

29,473

(10,156)

ひとり親世帯及び寡婦の経済的自立と生活の安定、あわせて、その扶養して

いる児童の福祉の向上を図るため、各種資金の貸付け(12種類)を行います。

○貸付金の主な種類

修学資金、就学支度資金、技能習得資金、生活資金 ほか

母子訪問事業

福祉部

〈親子保健課〉

6,500

(6,800)

妊産婦・新生児・乳幼児の健康や育児に関する情報提供、育児不安の軽減等

を目的として、訪問指導を実施します。

○主な事業内容

・母子訪問指導員等による妊産婦、新生児等訪問指導

離乳食教室事業

福祉部

〈親子保健課〉

860

(860)

乳児を持つ保護者を対象に、離乳食の大切さや進め方などについて、正しい

知識・技術を身に付けてもらうため、離乳食教室を開催します。

○主な事業内容

・離乳食の講話・調理実習・試食

・実施回数 20回

こんにちは赤ちゃん

事業(乳児家庭全戸

訪問事業)

福祉部

〈親子保健課〉

839

(800)

生後4か月までの乳児のいる家庭を訪問し、子育て支援に関する情報を提供

することで、乳児家庭が育児不安等で孤立しないよう支援します。
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

妊婦健康診査事業

福祉部

〈親子保健課〉

324,500

(332,000)

妊婦及び胎児の疾病等を早期発見・早期治療するため、妊娠中の健康状態を

確認する健康診査を県内の医療機関及び助産所において実施し、費用の全部又

は一部を助成します。また、県外の医療機関等で妊婦健診を受診した場合も、

費用の全部又は一部を助成します。

さらに、住民税非課税世帯及び生活保護世帯の妊婦に対しては、妊婦健康診

査費用の全額を助成します。

○主な事業内容

・妊婦健康診査助成回数 14回(うち、全額助成6回、一部助成8回)

（ただし、住民税非課税世帯及び生活保護世帯は、全14回全額助成）

乳幼児健康診査事業

福祉部

〈親子保健課〉

62,000

(60,000)

疾病等の早期発見や早期治療を目的として、乳幼児健康診査を医療機関にお

いて実施します。

○乳幼児健康診査

・3～4か月児、7～8か月児：県内の医療機関で実施

・1歳児：宮崎市及び東諸県郡の医療機関で実施

親子健康手帳交付

事業

福祉部

〈親子保健課〉

4,160

(4,290)

妊産婦及び子どもの健康管理を目的として、妊娠届出時に親子健康手帳及び

つぐみセット(乳幼児健診受診票・予防接種予診票)を交付します。

○交付場所

市中央保健センター、市総合福祉保健センター、

佐土原保健センター、田野保健センター、

高岡福祉保健センター「穆園館」、清武保健センター

みやざき安心子育て

包括支援事業

福祉部

〈親子保健課〉

6,000

(6,200)

心身ともに不安定になりやすい妊産婦に対し、安心して出産・育児できるよ

う切れ目なく支援します。

○主な事業内容

・母子保健相談支援

・産前・産後サポート「ママ’ｓサロン」

・産後ケア「ほっとデイ」「ほっとホーム」
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

幼児集団健康診査

事業

福祉部

〈親子保健課〉

12,850

(12,800)

幼児期における心身障がいの早期発見・早期支援、むし歯予防及び幼児の生

活習慣の形成を図るため、1歳6か月児及び3歳6か月児を対象とした集団健康

診査を実施します。

○主な事業内容

・実施回数

1歳6か月児健診：年66回

3歳6か月児健診：年68回

・会 場

市保健所、市総合福祉保健センター、

佐土原保健センター、田野保健センター、

高岡福祉保健センター「穆園館」、清武保健センター

・健診内容(※印の項目は3歳6か月児健診のみ)

身体計測、問診、小児科診察、個別相談、歯科健康診査、フッ化物塗布、

※視覚検査、※聴覚検査、※尿検査

新生児聴覚検査事業

福祉部

〈親子保健課〉

17,000

(19,190)

新生児の聴覚障がいの早期発見・早期療育を行い、健やかな子育てを推進す

るため、各医療機関において聴覚検査を実施し、費用の一部を助成します。

○主な事業内容

・各医療機関における聴覚検査費用の一部助成

産婦健康診査事業

福祉部

〈親子保健課〉

33,000

(35,400)

産後うつの予防と育児不安の軽減、虐待の早期発見・未然防止のため、おお

むね産後2週間と産後1か月の産婦に対し健康診査を実施し、産後ケア等の必

要な支援を提供します。

○主な事業内容

・産婦に対する健康診査

未熟児等養育医療

事業

福祉部

〈親子保健課〉

29,000

(33,000)

病院又は診療所に入院しなければならない未熟児等に対し、必要な医療費を

助成します。

○主な事業内容

・未熟児養育医療費助成

・妊娠高血圧症候群療養援護費助成

・結核児童療育医療費助成

身体障がい児援護

事業

福祉部

〈親子保健課〉

12,000

(12,400)

身体に障がいがある、又は現在ある障がいや疾患について治療を行わなけれ

ば将来において障がいを残すと認められ、確実な治療効果が期待される児童に

対し、必要な医療費の一部を助成します。

○障がいの区分(10区分)

肢体不自由、視覚障がい、聴覚・平衡機能障がい、心臓機能障がい、

音声・言語・そしゃく機能障がい、腎臓機能障がい、小腸機能障がい、

その他の先天性内臓障がい、免疫機能障がい、肝臓機能障がい
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重点項目１－１ 子育て支援の充実

事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

小児慢性特定疾病

支援事業

福祉部

〈親子保健課〉

180,000

(190,860)

小児慢性疾病のうち、国が定めた756疾病に罹患している児童等に対し、必

要な医療費の一部を助成します。

また、児童等の自立促進を図るため、関係者が協議する慢性疾病児童等地域

支援協議会を開催するとともに、自立支援員を配置し、家族等からの相談に応

じます。

○小児慢性特定疾病の対象疾病(16疾患群)

悪性新生物、慢性腎疾患、慢性呼吸器疾患、慢性心疾患、内分泌疾患、

膠原病、糖尿病、先天性代謝異常、血液疾患、免疫疾患、神経・筋疾患、

慢性消化器疾患、染色体又は遺伝子に変化を伴う症候群、皮膚疾患、

骨系統疾患、脈管系疾患

乳幼児発達相談事業

福祉部

〈親子保健課〉

2,019

(1,880)

心身の発育発達に不安等がみられる乳幼児の保護者に対して、専門職による

相談指導を実施することにより、保護者の精神的負担を軽減し、個々にあった

療育等を受けられるよう支援します。

○主な事業内容

・乳幼児発達相談

・健診事後教室

未熟児・障がい児等

支援事業

福祉部

〈親子保健課〉

120

(120)

未熟児や長期にわたって治療を必要とする子どもとその保護者に交流の場

を提供します。また、必要に応じて、専門職による相談を行います。

○主な事業内容

・保護者交流会(長期療養児等：年2回開催、未熟児等：年6回開催)

○新
妊娠ＳＯＳ相談事業

福祉部

〈親子保健課〉

2,400

思いがけない妊娠の相談に対する環境整備と、思春期からの性に関する正し

い知識の普及を図るため、相談窓口を設置し、助産師が相談に応じます。

○主な事業内容

・思いがけない妊娠に関する相談

・避妊に関する相談

・思春期の性に関する相談及び知識の普及

不妊治療支援事業

福祉部

〈親子保健課〉

73,000

(76,000)

不妊に悩む夫婦を支援するため、不妊治療費の一部を助成し、経済的負担を

軽減します。

○主な事業内容

・体外受精、顕微授精に係る治療費の助成

助成額：治療1回につき上限15万円(一部治療7万5千円)

(初回15万円上乗せ、男性不妊治療対象者15万円上乗せ)

・人工授精に係る治療費の助成

助成額：1年度につき上限10万円
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

乳幼児医療費助成

事業

福祉部

〈親子保健課〉

911,000

(939,000)

乳幼児の健全な発育の促進と子育て世帯への支援の充実を図るため、小学校

就学前までの乳幼児の医療費の自己負担分を助成し、無料にします。

○医療費助成 875,711千円

乳幼児等定期

予防接種事業

福祉部

〈親子保健課〉

890,000

(880,131)

感染のおそれがある疾病の発生やまん延を防止するため、乳幼児等に対して

予防接種法に基づく定期予防接種を医療機関において実施します。

○対象ワクチン

ヒブ、肺炎球菌、4種混合、2種混合、不活化ポリオ、ＢＣＧ、

麻しん、風しん、日本脳炎、子宮頸がん、水痘、Ｂ型肝炎

乳幼児任意

予防接種事業

福祉部

〈親子保健課〉

88,000

(85,000)

感染のおそれがある疾病の発生やまん延を防止し、乳幼児の発症時の重症化

を予防するため、医療機関において実施する任意のワクチン接種費用の一部を

助成します。また、百日咳対策として、幼稚園等の年長児に対し、３種混合ワ

クチン接種費用の一部を助成します。

○対象ワクチン

ロタウイルス、流行性耳下腺炎、

○新３種混合(百日咳、破傷風、ジフテリア)

総合発達支援センタ

ー車両更新事業

福祉部

〈親子保健課〉

21,157

(19,758)

宮崎市総合発達支援センター通所部の利用者に対し、安全な送迎サービスを

実施するため、通所部送迎車両を購入し、より適切な障がい児(者)専用車両に

更新します。

○主な事業内容

・車両の購入(通所部送迎用バス1台、バン1台)

自己負担額
県補助事業 市単独事業(上乗せ)

入院 外来 入院 外来

3歳未満 350円
350円

※調剤は無料
無料

(所得制限なし)3歳以上

小学校就学前
350円

800円

※調剤は無料

(所得制限あり)
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

総合発達支援

センター指定管理料

福祉部

〈親子保健課〉

406,213

(397,441)

障がいの早期発見・早期療育及び在宅障がい児(者)の支援を行うため、指定

管理者制度を活用し、医療ケアや相談部門を含む総合療育拠点である総合発達

支援センターを運営します。

○総合発達支援センターの概要

・開 設 日 平成15年4月

・指定管理者 (社福)宮崎市社会福祉事業団

・指定期間 平成28年4月～平成33年3月

総合発達支援センタ

ー備品更新・施設改

善事業

福祉部

〈親子保健課〉

9,600

宮崎市総合発達支援センターの利用者に対し、安全で適切なサービスを実施

するため、老朽化した備品の更新等を行い、利用者の安全を確保します。

○主な事業内容

・医療・介護用ベッド更新

・耳鼻咽喉ファイバースコープ更新

幼児むし歯予防事業

健康管理部

〈健康支援課〉

14,600

(14,600)

1歳から小学校就学前までの幼児に対して、むし歯予防と歯質強化を図るた

め、健診及びフッ化物塗布を実施するとともに、フッ化物洗口を推進します。

○主な事業内容

・1歳児歯科健診

歯科健康診査：自己負担なし

・2歳児歯科健診

歯科健康診査＋フッ化物塗布：自己負担なし

・フッ化物洗口推進(4歳・5歳児)

部 門 施設の機能

診療部

診療により障がいの早期発見を行う。ま

た、個別指導及びグループ療育を実施し、

経過観察や発達相談に応じる。

通所部

児童発達支援センター「すぴか」

(定員40人)

心身の発達に遅れや障がいのある子ども

を対象に、機能回復訓練、言語・生活訓

練などの療育を行う。

通所部

指定生活介護事業所「宙」

(定員20人)

在宅の重症心身障がい者の日常生活動

作、運動機能などの発達を促すため、訓

練や療育を行う。

地域生活支援部

適切なサービスの組み合わせを提案し、

障がい児通所支援を利用するための総合

計画を作成するなど、障がい児(者)や発

達の気になる子ども、その保護者を対象

に、様々な相談に対応する。

職員

体制

(99人)

常勤医師2(小児)、非常勤医師9(小児3・整形外1・耳鼻咽喉2・

精神1・眼1・歯1)、言語聴覚士4、作業療法士3、理学療法士3、

臨床心理士5、視能訓練士1、看護師7、診療放射線技師1、

臨床検査技師1、医療クラーク・ソーシャルワーカー2、保育士(診

療部)1、施設長1、保育士・指導員・生活支援員33、

相談支援専門員5(すぴか1・地域生活支援4)、子育て相談員2、

管理栄養士1、調理員3、運転手9、ヘルパー5(介護3・保育2)、

事務1

(平成30年4月1日現在)
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事 業 名
事業費
(前年度)

説 明 (単位：千円)

妊婦歯科口腔健康

診査事業

健康管理部

〈健康支援課〉

7,440

(7,080)

妊娠中の歯科疾患の早期発見・早期治療により、口腔及び全身の健康増進を

図り、母子の口腔衛生に関する認識を高めます。

○主な事業内容

・問診、口腔内検査(歯科健診、歯肉の検査)、歯科保健指導

○新
農業者ワークライフ

支援事業

農業委員会事務局

500

将来の担い手農業者の育成・確保を図るため、ＳＮＳを活用した農業のＰＲ

を行うとともに、農業への興味・関心を深めるためのイベントや交流会などを

実施する「宮崎市農業後継者結婚相談所」に対し活動費を助成します。

○主な事業内容

・独身農業者に対する出会いの場の提供(男女交流会)

・独身女性を対象とした農業体験

児童クラブ運営事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

618,562

(589,360)

宮崎 604,166

清武 14,396

就労や病気等により、保護者が放課後に家庭で面倒を見ることができない小

学校に就学している児童を対象に、適切な遊びと生活の場を提供するため、小

学校の余裕教室等を活用した児童クラブの運営を行い、健やかな成長を促しま

す。

○児童クラブ運営事業 604,166

○きよたけ児童クラブ施設指定管理料 14,396

・指定管理者 (社福)宮崎市社会福祉協議会

・指定期間 平成28年4月～平成33年3月

○児童クラブの概要(52か所)

宮 崎 37か所 (社福)宮崎市社会福祉協議会30、その他2、

(社福)宮崎市社会福祉事業団2、ＮＰＯ法人3

佐土原 7か所 保育所5、ＮＰＯ法人2

田 野 2か所 保育所1、ＮＰＯ法人1

高 岡 3か所 (社福)宮崎市社会福祉協議会2、保育所1

清 武 3か所 (社福)宮崎市社会福祉協議会2、ＮＰＯ法人1

児童クラブ施設整備

事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

37,661

(38,200)

宮崎 28,200

清武 9,461

児童クラブの待機児童数を削減するため、学校の教室等を利用する「校内型

児童クラブ」を整備し、定員枠を拡大します。

また、民間施設等を利用する｢校外型児童クラブ｣の整備費用の一部を助成し、

児童クラブの定員枠を拡大します。

○新校内型児童クラブ 3か所 計88人増 (宮崎港小、小松台小、清武小）

○新校外型児童クラブ 2か所 計20～50人増 (広瀬北小、広瀬西小）

放課後子ども教室

推進事業

教育委員会

〈生涯学習課〉

17,000

(17,000)

安全・安心な子どもの居場所を設けるため、放課後や週末に小学校の施設や

公民館等を活用した放課後子ども教室を運営し、子どもたちの健全育成と地域

の教育力向上を図ります。

○主な事業内容

・開催教室数 26教室

・地域住民の役割 コーディネーター・教育活動サポーター等

・活動内容 学習、自由遊びやスポーツ活動、文化活動等

-67-


